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鹿児島県

（※については例規集登載事項）
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監 査 委 員 公 表

○監査結果の報告に係る措置の公表 （監査委員事務局取扱い）１

監査委員公表第５号

平成23年10月11日付け監査第68号の監査結果に基づき，平成24年３月22日付け財第144号で

鹿児島県知事から措置を講じた旨の通知があったので，地方自治法（昭和22年法律第67号）第

199条第12項の規定により次のとおり公表する。

平成24年４月６日

鹿児島県監査委員 弓指 博昭

同 橋口 和博

同 堀之内芳平

同 二牟礼正博

指摘事項

機 関 名 事 項 の 内 容 講 じ た 措 置 の 内 容

本庁

総務部税務課 県税の収入未済 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策

額は県全体で47億 総務部長を本部長，各地域振興局・支庁の

792万余円となり， 総務企画部長等を本部員とする県税滞納縮減

前年度より2.26％ 特別対策本部会議で決定した徴収対策に基づ

減少（収入歩合は き，コンビニ収納・口座振替制度の利用促進

0.02ポイント減少） や個人住民税の特別徴収の促進による滞納の

しているが，依然 未然防止，特別滞納整理班による市町村と連

として多額となっ 携した個人県民税の徴収対策の実施，タイヤ

ている。 ロック装置を用いた自動車の差押えなどの厳

正な滞納処分の実施など，収入未済額の一層

の縮減に取り組むこととした。

２ 研修体制の充実・強化

外部専門研修への派遣や研修期間の日数を

増やすなど，研修体制を充実・強化した。

３ 実効性ある県税事務執行状況調査の実施

調査体制の強化や調査日数の拡大，調査項

目の細目化などの見直しを行い，実効性ある

県税事務執行状況調査を実施した。

４ 滞納整理マニュアルの見直し

さらに効率的な事務処理を行うため，平成

23年度に滞納整理マニュアルを見直した。
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保健福祉部子ど 母子寡婦福祉資 １ 文書による関係機関への未収債権対策の周

も福祉課 金貸付金の収入未 知徹底

済額は県全体で２ 「平成23年度定期監査（前期）の結果に関

億9,405万余円と する報告における改善等の措置について」

なり，前年度より （平成23年11月18日付け子ども福祉課長通知）

2.62％減少（収入 ２ 未収債権の解消

歩合は0.32ポイン 「未収債権回収ローラー作戦」を平成23年

ト減少）している 10月から平成24年２月まで実施し，本庁・出

が，依然として多 先機関の職員により組織的・集中的に債務者

額となっている。 宅を訪問し，償還指導等を行い，未収債権の

解消に努めた。

商工労働水産部 中小企業支援資 １ 債権管理体制の整備

経営金融課 金貸付金の収入未 平成14年に策定した「債権管理マニュアル」

済額は18億3,810 に基づき，債権を「正常債権Ａ」から「回収

万余円で，前年度 不能債権Ｆ」までの６区分に分類し，これに

よ り 1.80％ 減 少 対応した具体的な債権管理の方針を定めて債

（収入歩合は0.25 権の管理，回収に努めることとした。

ポイント減少）し ２ 具体的な未収債権対策

ているが，依然と 主債務者等に対する徹底した償還督促や法

して多額となって 的措置等を実施した。

いる。

農政部農業経済 農業改良資金貸 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策

課 付金の収入未済額 借受者が資金導入に際して策定した経営改

は２億2,337万余 善計画が達成できるよう，県地域振興局・支

円で，前年度より 庁及び農協が連携して経営指導を行い，延滞

3.46％増加（収入 発生の未然防止に努めることとした。また，

歩合は7.93ポイン 新規に延滞が発生した場合には，借受者に対

ト減少）し，依然 し，電話督励や文書催告を行うとともに，必

として多額となっ 要に応じて面談の実施や経営改善指導を重点

ている。 的に行うなど延滞の早期解消に努めることと

した。

地域振興局・支庁

鹿児島地域振興 県税の収入未済 １ 県税滞納縮減対策本部会議の開催

局総務企画部 額は 23億 6,858万 総務部長を本部長，各地域振興局及び支庁

余円で，前年度よ の総務企画部長等を本部員とする県税滞納縮

り2.12％減少（収 減対策本部会議を開催し，各地域振興局等に

入歩合は0.06ポイ おける前年度の滞納整理実施状況に対する意

ント減少）してい 見交換や本年度における滞納縮減特別対策の

るが，依然として 方針や実施方法などを決定し，滞納縮減特別

多額となっている。 対策を着実に実施した。

南地域振興局 県税の収入未済 ２ 個人住民税徴収対策連絡会議の開催等

総務企画部 額は２億775万余 市町村に対し，県税収入未済額の増加等厳

円で，前年度より しい現状を説明するとともに，滞納縮減対策

0.42％減少（収入 等について協議し，徴収確保の要請を行った。

歩合は0.26ポイン また，市町村と共同で事業所訪問等による

ト減少）している 特別徴収実施の協力要請を行い，個人住民税

が，依然として多 の徴収率の向上を図ることとした。

額となっている。 ３ 滞納整理マニュアルの見直し等

大隅地域振興局 県税の収入未済 平成22年度末に策定した「県税業務改善計

総務企画部 額は６億5,286万 画」に基づき，滞納整理マニュアルを平成23
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余円で，前年度よ 年度に見直し効率的な事務処理に活用すると

り0.97％減少（収 ともに，実効性ある県税事務執行状況調査の

入歩合は0.20ポイ 実施や職員の研修体制の充実・強化など，業

ント減少）してい 務執行体制の強化に努めた。

るが，依然として ４ 共同文書催告の実施

多額となっている。 市町村と連名で文書による納税催告を実施

大島支庁総務企 県税の収入未済 した。

画部 額は２億1,223万 ５ 財産調査等の実施

余円で，前年度よ 徹底した財産調査や差押え等を行うととも

り2.97％減少（収 に，国税徴収法第142条の規定に基づく捜索

入歩合は0.29ポイ を実施するなど滞納処分の強化を図った。

ント減少）してい ６ 徴税吏員の資質向上

るが，依然として 徴税吏員が行うべき財産調査，滞納処分の

多額となっている。 手法等について，具体的かつ実効性のある滞

納整理が行えるよう情報提供を行うとともに，

研修の実施など徴収担当の徴税吏員の資質向

上に努めた。

南地域振興局 不動産取得税の １ 再発防止の対策

総務企画部 課税事務において， 管理監督者による業務の進行管理のあり方

減額・減免申請の を見直すなど，チェック体制の強化や自主検

未処理や課税漏れ 査の徹底等を図るとともに，課内研修を定期

など適正でない事 的に実施し，職員の意識改革に努めた。

務処理がある。 ２ 事務処理マニュアルの見直し等

姶良・伊佐地域 法人事業税等の 平成22年度末に策定した「県税業務改善計

振興局総務企画 課税事務において， 画」に基づき，税目ごとの事務処理マニュア

部 課税漏れの適正で ルを平成23年度に作成し県税の事務処理に活

ない事務処理が相 用するとともに，実効性ある県税事務執行状

当数ある。 況調査の実施や職員の研修体制の充実・強化

など，再発の防止と県税事務全般にわたる業

務執行体制の強化に努めた。

文書注意事項

機 関 名 事 項 の 内 容 講 じ た 措 置 の 内 容

本庁，地域振興局・支庁以外の出先機関

総務部職員厚生 物損事故により， １ 再発防止の対策

課 パソコンに損害が 物品の管理については，細心の注意を払う

発生している｡ よう，課内の職員全員に周知を行うとともに，

課内会議で注意を喚起した。

総務部青少年男 平成21年度の報 １ 再発防止の対策

女共同参画課 償費支出事務にお 所属機関における事務処理に係るチェック

いて，翌年度に支 体制を整えるなどの改善等を講じた。

払っているものが ２ 職員研修及び会計検査の充実

ある。 検討改善を求められた事項について，会計

農政部農地建設 職員の勤務発明 事務職員に対する研修会や会計検査を通じて

課 等に対する実施補 重点的に指導することとした。

償金の支出事務に ３ 自主検査の推進

おいて，平成23年 自主検査の強化及び所属相互間の自主検査

度に支払うべきも の積極的な推進を図ることとした。

のを平成22年度予

算で支払っている。



- 4 -

鹿 児 島 県 公 報 平成24年４月６日（金）第2792号の２

また，実用新案

権や意匠権の実施

料に係る調定が遅

延しているものが

ある。

農政部農業開発 生産物売払いの

総合センター徳 単価契約事務にお

之島支場 いて，見積推薦委

員会の開催や予定

価格調書の作成等

がなされていない

ものがある。

土木部道路建設 道路橋りょう受

課 託事業収入におい

て，調定すべき時

期を誤り，調定が

遅延したことから

多額の収入未済が

発生している。

危機管理局危機 原子力防災対策

管理防災課 等用車輌の貸付事

務において，物品

借受申請書が徴取

されていないなど

貸付手続きがなさ

れていないものが

ある。

危機管理局消防 会計規則に基づ

保安課（防災航 く自主検査におい

空センター分） て，実施が２か月

以上遅延している

ものがある。

環境林務部環境 林業・木材産業 １ 債権回収対策

林務課 改善資金貸付金の 債務者本人及び連帯保証人に対し，訪問に

収入未済額は，前 よる督促を行うとともに，償還計画書の提出

年度より増加（収 を求めるなど，未収債権の回収に努めた。

入歩合は増加）し， ２ 新規延滞発生防止対策

依然として多額と 収入未済の新規発生を未然に防止するため，

なっている。 定期償還期日が到来する前に，償還依頼の連

絡を行うなどの対策を講じた。

保健福祉部保健 看護職員等修学 １ 新規収入未済発生防止対策

医療福祉課 資金貸付金の収入 退学等に伴う新規返還者について，学校を

未済額は，前年度 通じて速やかに対応し，新たな未済の発生を

より増加（収入歩 防ぐよう努めた。

合は減少）し，依 ２ 債権回収対策

然として多額とな ・電話による催促を行い，催促ができなかっ

っている。 た者に対しては，保証人にも請求する旨を明

記した督促状と納付書（再発行）を送付する

こととした。

・電話や文書による催促の結果，返済が困難
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な場合には返済計画書の提出をさせ，個々の

実情に応じた返済方法を提示することとした。

・保証人に対し，債務者本人に電話等で納入

を促すよう依頼し，債務者が納入できない場

合は保証人に対して文書で請求することとし

た。

保健福祉部障害 児童福祉費負担 １ 文書による関係機関への未収債権対策の周

福祉課 金の収入未済額は， 知徹底

県全体で前年度よ 「平成23年度定期監査（前期）の結果に関

り減少（収入歩合 する報告における改善等の措置について」

は減少）している （平成23年11月18日付け子ども福祉課長通知）

が，依然として多 ２ 未収債権の解消

額となっている。 ・「未収債権回収ローラー作戦」を平成23年

保健福祉部子ど 児童福祉費負担 10月から平成24年２月まで実施し，本庁・出

も福祉課 金及び児童扶養手 先機関の職員により組織的・集中的に債務者

当返還金の収入未 宅を訪問し，償還指導等を行い，未収債権の

済額は，県全体で 解消に努めた。

前年度より増加 ・早期の納入指導を実施するとともに，借受

（収入歩合は減少） 人による償還が困難な場合等は，連帯保証人

し，依然として多 への償還指導を強化した。

額となっている。 ３ 各種会議等における未収債権対策の強化

各種会議等で未収債権の周知を行うととも

に，未収債権発生防止に努めるよう説明を行

った。

商工労働水産部 行政代執行に係 １ 債権回収対策

商工政策課 る弁償金の収入未 ・法務局において法人登記調査を行い，法人

済額は，前年度と の存在を確認するとともに，金融機関及び生

同額であり，依然 命保険会社に対する債務者に係る財産調査を

として多額となっ 行うこととした。

ている。 ・債務者である法人の社長と面談を行い，債

務についての確認を行うとともに，弁償金の

納入について督促を行うこととした。

商工労働水産部 沿岸漁業改善資 １ 債権回収対策

水産振興課 金貸付金の収入未 債権管理マニュアルに基づき，債務者本人

済額は，前年度よ 及び連帯保証人に対し文書，電話，戸別訪問

り減少（収入歩合 及び面接等による督促を行うとともに，定期

は減少）している 分納の償還確約書を徴求するなどして，未収

が，依然として多 債権の回収に努めた。

額となっている。 ２ 未収債権発生の未然防止対策

貸付審査時の審査の厳格化及び債権保全の

ための担保徴求などにより未収債権発生の未

然防止に努めた。

土木部港湾空港 港湾使用料の収 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策

課 入未済額は，県全 ・滞納者については，住民票等による現状把

体で前年度より増 握及び債権管理簿による徹底管理を行うよう

加（収入歩合は減 関係地域振興局に周知徹底を行った。

少）し，依然とし ・滞納者の納入状況を確認し現状把握に努め

て多額となってい るとともに，関係地域振興局から今後の取組

る。 方針を聴取し，未収債権の解消及び発生の未

然防止に向けて，より一層の取組を行うこと
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とした。

土木部建築課 県営住宅使用料 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策

の収入未済額は， ・現年度・過年度それぞれに「目標徴収率」

県全体で前年度よ を設定し，目標達成に努めるとともに，毎月，

り減少（収入歩合 所属別徴収実績を地域振興局等に通知するこ

は増加）している とにより，徴収状況の進行管理の徹底を図っ

が，依然として多 た。

額となっている。 ・連帯保証人に対する入居時の説明を徹底す

るとともに，３か月以上の滞納者からの納付

が見込まれないと判断される場合には，連帯

保証人に対し，債務保証の履行請求を行うこ

ととした。

・退去滞納者については，現状を把握の上，

債権分類を行い，適正な債権管理に努めると

ともに，分類に応じた督促等を行うこととし

た。

２ 文書による関係機関への通知

「平成23年度県営住宅使用料に係る収入未

済額の解消について」（平成23年11月11日付

け住宅政策室長通知）

地域振興局・支庁

鹿児島地域振興 児童福祉費負担 １ 文書による関係機関への未収債権対策の周

局保健福祉環境 金の収入未済額は， 知徹底

部 前年度より増加 「平成23年度定期監査（前期）の結果に関

（収入歩合は減少） する報告における改善等の措置について」

し，依然として多 （平成23年11月18日付け子ども福祉課長通知）

額となっている。 ２ 未収債権の解消

また，母子寡婦 ・「未収債権回収ローラー作戦」を平成23年

福祉資金貸付金の 10月から平成24年２月まで実施し，本庁・出

収入未済額は，前 先機関の職員により組織的・集中的に債務者

年度より減少（収 宅を訪問し，償還指導等を行い，未収債権の

入歩合は減少）し 解消に努めた。

ているが，依然と ・早期の納入指導を実施するとともに，借受

して多額となって 人による償還が困難な場合等は，連帯保証人

いる。 への償還指導を強化した。

南地域振興局 母子寡婦福祉資 ３ 各種会議等における未収債権対策の強化

保健福祉環境部 金貸付金の収入未 各種会議等で未収債権の周知を行うととも

済額は，前年度よ に，未収債権発生防止に努めるよう説明を行

り減少（収入歩合 った。

は減少）している

が，依然として多

額となっている。

北地域振興局 母子寡婦福祉資

保健福祉環境部 金貸付金の収入未

済額は，前年度よ

り増加（収入歩合

は増加）し，依然

として多額となっ

ている。

姶良・伊佐地域 生活保護費返還
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振興局保健福祉 金の収入未済額は，

環境部 前年度より増加

（収入歩合は減少）

し，依然として多

額となっている。

また，児童福祉

費負担金及び母子

寡婦福祉資金貸付

金の収入未済額は，

前年度より減少

（収入歩合は減少）

しているが，依然

として多額となっ

ている。

鹿児島地域振興 入札事務におい １ 再発防止の対策

局農林水産部 て，最低制限価格 ・入札管理システムのプログラムの改善を行

の算定誤りがあり， うとともに，「入札事務誤りの再発防止対策」

入札を無効として を作成し，指導を行った。

いるものがある。 ・入札事務確認に係るフロー及びチェックリ

鹿児島地域振興 入札事務におい ストの作成によりチェック体制を確立した。

局建設部 て，設計図書等の ２ 職員研修等の充実

記載漏れや記載不 検討改善を求められた事項について，農村

備があり，入札を 整備課長等会議や工事事務担当研修において，

無効としているも 注意喚起及び研修を行った。

のがある。 ３ 文書による周知徹底

北地域振興局 入札事務におい 「入札事務誤りの再発防止対策の徹底及び

建設部島支所 て，設計図書等に 対応について」（平成23年９月20日付け監理

記載誤りがあり， 課長通知）

入札を無効として

いるものがある。

鹿児島地域振興 草地開発整備事 １ 再発防止の対策

局農林水産部 業において，補助 証拠書類等の検査及び現地調査を行うとと

対象外経費の計上 もに，適切な事務執行について指導を実施し

や挙証書類のない た。

ものがあったこと また，各地域振興局等担当者に注意喚起を

から，国庫補助金 行った。

を返納しているも

のがある。

鹿児島地域振興 港湾使用料の収 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策

局建設部 入未済額は前年度 ・滞納者については，住民票等による現状把

より減少（収入歩 握及び債権管理簿による徹底管理を行うよう

合は減少）してい 関係地域振興局に周知徹底を行った。

るが，依然として ・滞納者の納入状況を確認し現状把握に努め

多額となっている。 るとともに，関係地域振興局から今後の取組

大隅地域振興局 港湾使用料の収 方針を聴取し，未収債権の解消及び発生の未

建設部河川港湾 入未済額は，前年 然防止に向けて，より一層の取組を行うこと

課志布志市駐在 度より増加（収入 とした。

歩合は減少）し，

依然として多額と

なっている。
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南地域振興局 交通事故により， １ 安全運転管理者等研修の実施

保健福祉環境部 相手方車輌に損害 各所属の安全運転管理者及び担当職員を対

が発生している。 象に「安全運転管理者等研修会」を開催し，

北地域振興局 交通事故により， 公用車の安全運転確保及び交通事故防止の徹

農林水産部 公用車等に相当額 底を図ることとした。

の損害が発生して ２ 交通法令講習会等への参加の徹底

いる。 公用車を運転する職員の安全運転及び交通

大隅地域振興局 交通事故により， 法令講習会の受講の徹底に努めることとした。

建設部河川港湾 公務使用承認を受 ３ 各種会議等における交通事故防止の周知徹

課志布志市駐在 けた私有車に損害 底

が発生している。 主管課長会議や会計事務職員研修など各種

会議の機会を通じ，交通事故防止の周知徹底

に努めることとした。

４ 文書による職員への交通事故防止の周知徹

底

「交通法令の遵守及び交通事故等の防止に

ついて」（平成23年12月１日付け副知事依命

通達及び「公用車等による交通事故等の防止

について（平成24年２月22日付け管財課長通

知）

北地域振興局 県税の収入未済 １ 県税滞納縮減対策本部会議の開催

総務企画部 額は，前年度より 総務部長を本部長，各地域振興局及び支庁

減少（収入歩合は の総務企画部長等を本部員とする県税滞納縮

増加）しているが， 減対策本部会議を開催し，各地域振興局等に

依然として多額と おける前年度の滞納整理実施状況に対する意

なっている。 見交換や本年度における滞納縮減特別対策の

姶良・伊佐地域 県税の収入未済 方針や実施方法などを決定し，滞納縮減特別

振興局総務企画 額は，前年度より 対策を着実に実施した。

部 減少（収入歩合は ２ 個人住民税徴収対策連絡会議の開催等

増加）しているが， 市町村に対し，県税収入未済額の増加等厳

依然として多額と しい現状を説明するとともに，滞納縮減対策

なっている。 等について協議し，徴収確保の要請を行った。

熊毛支庁総務企 県税の収入未済 また，市町村と共同で事業所訪問等による

画部 額は，前年度より 特別徴収実施の協力要請を行い，個人住民税

増加（収入歩合は の徴収率の向上を図ることとした。

減少）し，依然と ３ 滞納整理マニュアルの見直し等

して多額となって 平成22年度末に策定した「県税業務改善計

いる。 画」に基づき，滞納整理マニュアルを見直し

効率的な事務処理に活用するとともに，実効

性ある県税事務執行状況調査の実施や職員の

研修体制の充実・強化など，業務執行体制の

強化に努めた。

４ 共同文書催告の実施

市町村と連名で文書による納税催告を実施

した。

５ 財産調査等の実施

徹底した財産調査や差押え等を行うととも

に，国税徴収法第142条の規定に基づく捜索

を実施するなど滞納処分の強化を図った。

６ 徴税吏員の資質向上
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徴税吏員が行うべき財産調査，滞納処分の

手法等について，具体的かつ実効性のある滞

納整理が行えるよう情報提供を行うとともに，

研修の実施など徴収担当の徴税吏員の資質向

上に努めた。

北地域振興局 需用費の支出事 １ 再発防止の対策

保健福祉環境部 務において，支払 所属機関における事務処理に係るチェック

出水支所 いが６か月以上遅 体制を整えるなどの改善等を講じた。

延しているものが ２ 職員研修及び会計検査の充実

ある。 検討改善を求められた事項について，会計

北地域振興局 平成21年度の物 事務職員に対する研修会や会計検査を通じて

農林水産部，大 品購入事務におい 重点的に指導することとした。

島支庁喜界事務 て，翌年度に納入 ３ 自主検査の推進

所 されているものが 自主検査の強化及び所属相互間の自主検査

ある。 の積極的な推進を図ることとした。

北地域振興局 道路橋りょう受

建設部 託事業収入におい

て，調定すべき時

期を誤り，調定が

遅延したことから

多額の収入未済が

発生している。

姶良・伊佐地域 公用車の売却事

振興局農林水産 務において，予定

部 価格を下回る価格

での売却等を行っ

ているものがある。

大隅地域振興局 平成22年度の物

保健福祉環境部 品購入事務におい

志布志支所 て，翌年度に納入

されているものが

ある。

需用費の支出事

務において，撤去

した計測装置に係

る電気料金を相当

期間支払い続けて

いるものがある。

大島支庁保健福 児童福祉費負担

祉環境部 金の調定事務にお

いて，調定額を誤

り，過徴収してい

るものがある。

大島支庁沖永良 空港使用料の調

部事務所 定事務において，

年度当初に行うべ

き調定が６か月遅

延しているものが

ある。

姶良・伊佐地域 県営住宅使用料 １ 未収債権の解消及び発生の未然防止対策
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振興局建設部 の収入未済額は， ・現年度・過年度それぞれに「目標徴収率」

前年度より増加 を設定し，目標達成に努めるとともに，毎月，

（収入歩合は減少） 所属別徴収実績を地域振興局等に通知するこ

し，依然として多 とにより，徴収状況の進行管理の徹底を図っ

額となっている。 た。

・連帯保証人に対する入居時の説明を徹底す

るとともに，３か月以上の滞納者からの納付

が見込まれないと判断される場合には，連帯

保証人に対し，債務保証の履行請求を行うこ

ととした。

・退去滞納者については，現状を把握の上，

債権分類を行い，適正な債権管理に努めると

ともに，分類に応じた督促等を行うこととし

た。

２ 文書による関係機関への通知

「平成23年度県営住宅使用料に係る収入未

済額の解消について」（平成23年11月11日付

け住宅政策室長通知）

県立病院局

県立病院課 診療報酬におけ 診療報酬における患者負担分に係る未収金に

る患者負担分に係 ついては，鹿児島県立病院事業未納診療費等適

る未収金は，県全 正管理事務処理要領に基づき未収金回収計画を

体で前年度より減 作成し，引き続き電話督促や文書催告を行うと

少しているが，依 ともに，戸別訪問により未収金回収に努めた。

然として多額とな また，悪質な未納者に対しては，法的措置と

っている。 して支払督促を行った。

県民健康プラザ 診療報酬におけ 診療報酬における患者負担分に係る未収金に

鹿屋医療センタ る患者負担分に係 ついては，鹿児島県立病院事業未納診療費等適

ー る未収金は，前年 正管理事務処理要領に基づき未収金回収計画を

度より増加し，依 作成し，引き続き電話督促や文書催告を行うと

然として多額とな ともに，戸別訪問により未収金回収に努めた。

っている。 なお，文書催告については，毎月行うことと

した。

また，悪質な未納者に対しては，法的措置と

して支払督促を行った。


